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＜総説＞

抄録
医療計画は，都道府県が国の定める基本方針に即して地域の実情に応じた当該都道府県の医療提
供体制を確保することを目的としている．計画期間は 6年間で，中間年で必要な見直しを行う．医療
計画の主な記載事項は，医療圏の設定，基準病床数の算定，5疾病 6事業及び在宅医療に関する事項，
医師の確保に関する事項，外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項，地域医療構想等である．
2024年度からは第8次医療計画が始まる．
第 8次医療計画では，新型コロナウイルス感染症の感染拡大により浮き彫りとなった地域医療の課
題へ対応すること，5疾病 6事業及び在宅医療の 6事業目に新興感染症発生・まん延時における医療
を追加すること，第 7次医療計画期間中に追加された「医師確保計画」や「外来医療計画」に関する
ガイドラインに基づく見直しや二次医療圏の設定に関する議論等が要点である．
都道府県には，医療計画策定主体として，効果的かつ効率的な医療提供体制を構築し，医療が国民
にとって安全で安心なものであることを確保することが求められている．医療計画をより機能的なも
のとし，地域医療構想等の取り組みを進めていく必要がある．
また，2024年度は第9期介護保険事業（支援）計画の計画期間も始まる．医療と介護の複合的なニー
ズを有する高齢者が増えることが見込まれていることから，医療と介護の連携もより重要なものとな
る．したがって，病床及び病院の機能分化と連携を達成するためにも，都道府県は市町村との緊密な
連携に努め，医療計画，介護保険事業支援計画，介護保険事業計画の整合性を確保することも求めら
れる．
各地域の医療・介護需要の状況が異なるため，人口動態と年齢構成を基にした客観的なデータから
地域医療構想や地域包括ケアの議論が可能となり，地域の医療・介護提供体制の可視化が図られるた
め，このマネジメントのための指標の設定や限られた医療資源を有効に活用するための優先順位の考
え方が今後さらに重要なものとなる．

キーワード：医療計画，医療提供体制，医療・介護，資源，マネジメント

Abstract

The purpose of medical care plans is to ensure a medical care provision system in a prefecture according 
to the actual conditions of the region and the basic policy established by the national government. The plan 

特集：令和6年度から始まる厚生労働省の施策
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I．はじめに

医療計画は，都道府県が国の定める基本方針に即して
地域の実情に応じた当該都道府県の医療提供体制を確保
することを目的としている．1985 年の医療法改正によ
り法制化され，医療資源の地域的偏在の是正と医療施設
の連携を推進が図られている．医療ニーズは，地域の人
口動態等によっても異なるため，医療従事者数の確保を
はじめとする医療提供体制もそれぞれの地域の実情に応
じた考え方が求められる[1]．
医療計画の計画期間は6年である．2018年度より介護
保険事業（支援）計画との一定の整合性を図るために 6
年ごと（必要に応じて 3年で中間見直し）になった．医
療と介護が制度上で分かれていることを踏まえれば，そ
の連携は制度的な側面のみではなく，組織や臨床の場に
おいても非常に重要である．
今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大により，
わが国の医療提供体制の課題が浮き彫りとなった部分も
あり，地域における医療提供体制の再構築がさらに重要
なものになった．2024 年度から 2029 年度が第 8次医療
計画期間である．
本稿では，医療計画の主な記載事項について現状把握
と整理を行い，第 8次医療計画において見直された項目
を中心に概説する．

II．医療計画の記載事項について

医療計画の主な記載事項は，医療圏の設定，基準病床
数の算定，5疾病 6事業及び在宅医療に関する事項，医
師の確保に関する事項，外来医療に係る医療提供体制の
確保に関する事項，地域医療構想等である（図1）[1]．
医療圏の設定では，病院や診療所の病床の整備を図る
べき地域的単位として二次医療圏と三次医療圏が設定さ
れる．2021 年 10 月現在で二次医療圏は 335 医療圏，三
次医療圏は 52 医療圏ある．二次医療圏は一般入院に係
る医療を提供することが相当である単位として設定され
るが，地理的条件等の自然的条件や日常生活の需要の充
足状況，交通事情等の社会的条件を考慮する必要がある．
基準病床数は，全国一律の算定式により，病床種別ごと
に二次医療圏単位で算定される．ここには計画と規制の
考え方が反映されている．
5疾病6事業及び在宅医療のうち，5疾病は，がん，脳
卒中，心筋梗塞等の心血管疾患，糖尿病，精神疾患である．
2013年度からの第6次医療計画で，職場におけるうつ病，
高齢化等による認知症患者の増加を背景に精神疾患が 5
疾病目に追加された．6事業は，救急医療，災害時にお
ける医療，新興感染症発生・まん延時における医療，へ
き地の医療，周産期医療，小児医療（小児救急医療を含
む）で，2024年度からの第8次医療計画からは新興感染

period is six years, with necessary interim reviews. The main items in a medical care plan are the establish-
ment of medical districts, calculation of the standard number of beds, matters related to five diseases, six 
services, and home medical care, those related to securing doctors, matters pertaining to securing an out-
patient care provision system, and a community health care vision. The eighth medical care plan will begin 
in FY2024.

The plan should address community health care issues highlighted by the spread of the COVID-19 infec-
tion. In addition, medical care during emerging infectious disease outbreaks and epidemics was added. It is 
also important to review based on guidelines added during the seventh medical care plan period regarding 
the plan for securing doctors, outpatient care plan, and the set of specific medical areas, among others.

As entities that formulate medical plans, prefectures are required to establish effective and efficient 
medical care provision system. It is necessary to make medical care plans more functional and promote the 
community health care vision.

The Ninth Insured Long-Term Care Service Plan will also commence in FY2024. As the number of elder-
ly with combined medical and long-term care needs is expected to increase, cooperation between medical 
and long-term care services will become increasingly important. Therefore, to achieve a functional differen-
tiation and coordination, prefectures are also required to work closely with municipalities to ensure consis-
tency between medical care plans and insured long-term care service plans.

Because the demand for medical and long-term care differs across communities, it is possible to discuss 
community health care vision and community-based integrated care using objective data based on demo-
graphics and age structure and visualize community medical and long-term care provision system. There-
fore, establishing indicators for this management and the concept of prioritization for an effective use of the 
limited medical resources will become even more important in the future.

keywords:  medical care plan, medical care provision system, health care and long-term care, resources, man-
agement
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症発生・まん延時における医療が 6事業目に追加された．
それぞれの疾病または事業の医療資源・医療連携等に関
する現状把握と課題の抽出，数値目標の設定，医療連携
体制構築のための具体的な施策等の策定を行い，その進
捗状況等を評価，見直しを実施する．
医師の確保に関する事項においては，三次医療圏・二
次医療圏ごとに医師確保の方針，目標医師数，具体的な
施策等を定めた「医師確保計画」の策定を行う．医師確
保計画は 2018 年の医療法改正と医師法改正に基づいて
いて，都道府県が地域における医師の偏在を是正するた
めに3年ごとに計画を見直すこととなっている．
外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項につ
いても 2018 年の医療法改正と医師法改正に基づいてい
る．都道府県が 2019 年度中に外来機能に関する情報の
可視化，協議の場の設置，医療機器の共同利用等を定め
た外来医療計画を策定し，この計画に基づいて外来医療
機能の偏在の是正に取り組むものとされている．
地域医療構想は，2014 年の医療法改正により，都道
府県が策定することが定められた．現在は 2025 年のみ
ではなく，中長期的な人口構造や地域の医療ニーズの
質・量の変化を見据え，医療機関の機能分化・連携を進
め，良質かつ適切な医療を効率的に提供できる体制の確
保を目的とするものとされている[2]．高度急性期，急
性期，回復期，慢性期の 4機能ごとの医療需要と将来の
病床数の必要量等が推計される．

III．第 8次医療計画について

第 8次医療計画では，新型コロナウイルス感染症の感
染拡大により浮き彫りとなった地域医療の課題へ対応す
ること，5疾病 6事業及び在宅医療の 6事業目に新興感
染症発生・まん延時における医療を追加することが要点
の一つである．また，第 7次医療計画期間中に追加され
た「医師確保計画」や「外来医療計画」に関するガイド
ラインに基づく見直しや二次医療圏の設定に関する議論
等も要点の一つである[1]．地域における医療機能の分
化と連携がこれまで以上に重要となる．また，医療の安
全の確保等の要点として，医療事故調査制度を運用する
ための病院等の管理者の理解を深めるための研修受講の
推進や相談対応の質向上を図るための医療安全支援セン
ターの相談職員の研修受講の推進が挙げられている[1]．
他方で，人口の減少と高齢化・生産年齢人口の減少が
着実に進んでいることから，医療ニーズの変化も同時に
生じている．こうした変化に対応していくためには，医
療提供体制を支えるための医師をはじめとする医療従事
者等のマンパワーを確保すること，2024年の4月からの
医師の時間外・休日労働の上限規制が施行されることを
踏まえた医師の働き方改革と同時に地域医療構想の連動
した取り組みが必要となる．

○○ 外外来来医医療療にに係係るる医医療療提提供供体体制制のの確確保保にに関関すするる事事項項

○ 都道府県が、国の定める基本方針に即し、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療提供体制の確保を図るために策定するもの。

○ 医療資源の地域的偏在の是正と医療施設の連携を推進するため、昭和60年の医療法改正により導入され、都道府県の二次医療圏ごとの病床数
の設定、病院の整備目標、医療従事者の確保等を記載。平成18年の医療法改正により、疾病・事業ごとの医療連携体制について記載されることと
なり、平成26年の医療法改正により「地域医療構想」が記載されることとなった。その後、平成30年の医療法改正により、「医師確保計画」及び「外来
医療計画」が位置付けられることとなった。

医医療療計計画画ににつついいてて

・ 2025年の、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４機能ごとの医
療需要と将来の病床数の必要量等を推計。

○○ 地地域域医医療療構構想想

記記載載事事項項（（主主ななもものの））

※ ５疾病･･･５つの疾病（がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管
疾患、糖尿病、精神疾患）。

６事業･･･６つの事業（救急医療、災害時における医療、
新興感染症発生・まん延時における医療、
へき地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急
医療を含む。））。

○○ ５５疾疾病病・・６６事事業業（（※※））及及びび在在宅宅医医療療にに関関すするる事事項項

・ 疾病又は事業ごとの医療資源・医療連携等に関する現状を把握し、
課題の抽出、数値目標の設定、医療連携体制の構築のための具体
的な施策等の策定を行い、その進捗状況等を評価し、見直しを行う
（PDCAサイクルの推進）。

○○ 医医師師のの確確保保にに関関すするる事事項項

・ 三次・二次医療圏ごとに医師確保の方針、目標医師数、具体的な
施策等を定めた「医師確保計画」の策定（３年ごとに計画を見直し）

・ 産科、小児科については、政策医療の観点からも必要性が高く、
診療科と診療行為の対応も明らかにしやすいことから、個別に策定

○○ 医医療療圏圏のの設設定定、、基基準準病病床床数数のの算算定定

・ 国の指針において、一定の人口規模及び一定の患者流入/流出割
合に基づく、二次医療圏の設定の考え方を明示し、見直しを促進。

・ 病院の病床及び診療所の病床の整備を図るべき地域的単位と
して区分。

計計画画期期間間

○○ ６６年年間間 （（現現行行のの第第７７次次医医療療計計画画のの期期間間はは2018年年度度～～2023年年度度。。第第８８次次医医療療計計画画のの期期間間はは2024年年度度～～2029年年度度。。中中間間年年でで必必要要なな見見直直ししをを実実施施。。））

５５２２医医療療圏圏（令和３年10月現在）

※都道府県ごとに１つ（北海道のみ６
医療圏）

【【医医療療圏圏設設定定のの考考ええ方方】】
特殊な医療を提供する単位として設
定。 ただし、都道府県の区域が著しく
広いことその他特別な事情があるとき
は、当該都道府県の区域内に二以上
の区域を設定し、また、都道府県の境
界周辺の地域における医療の需給の
実情に応じ、二以上の都道府県にわた
る区域を設定することができる。

三次医療圏

【【医医療療圏圏設設定定のの考考ええ方方】】
一般の入院に係る医療を提供することが相
当である単位として設定。その際、以下の社会
的条件を考慮。

・地理的条件等の自然的条件
・日常生活の需要の充足状況
・交通事情 等

３３３３５５医医療療圏圏（令和３年10月現在）

二次医療圏

・ 外来医療機能に関する情報の可視化、協議の場の設置、医療機
器の共同利用等を定めた「外来医療計画」の策定

4

図1　医療計画について
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1．二次医療圏の設定
二次医療圏は，人口構造や一定の患者流入/流出割合
等の患者の受療動向に基づき，一定の基準に該当する場
合には見直しの検討を行う．ここでは，二次医療圏の面
積や基幹病院までのアクセス時間等も考慮する必要があ
る．しかし，二次医療機関の設定を変更しない場合には，
その理由（地理的条件，当該圏域の面積，地理的アクセ
ス等）を明記する[1]．
また，人口規模が 100 万人以上の二次医療圏は，構想

区域としての運用に課題があることが多いとみられるた
め，構想区域を区域や議題ごとに分割した運用上の工夫
も求められている．
二次医療圏と地域住民の生活圏は必ずしも一致しない

こともある．たとえば，県境をまたぐ二次医療圏の設定
は可能であるが，実務上の課題があることから，実際の
設定はされていない[3]．県境をまたぐ都道府県間の連
携は考えられるため，その場合は連携する都道府県と協
議し，具体的な内容を医療計画に記載することを努める
こととされている．
二次医療圏は医師確保計画において用いる指標が二次

医療圏ごとの算出をするものであるため，医療計画を策
定する際には，二次医療圏の設定は優先的な議論を行い，
検討状況を先んじて国に報告することとされている．

2．5疾病6事業及び在宅医療の指標
5 疾病 6事業及び在宅医療の疾病や事業ごとの医療提

供体制構築のための施策については，現状と課題把握の
ための論点整理と指標を用いた検討が求められる．その
ため，有効な指標の設定は重要であり，指標を参考にす
ることで，都道府県の優先するべき疾患・事業の検討，
指標の絞り込みが期待される[4]．指標作成の留意点に
は，次のようなことが考えられている．①全国で比較可
能な数字であること，②数値での算出が可能で，厚生労
働省から配布されるデータブックに掲載されること，③
分母と分子を明確にすること，④ストラクチャー，プロ
セス，アウトカム（SPO）のいずれかに分類できること，
⑤クオリティとアクセシビリティに着目することである
[5]．
第 8次医療計画では，これらの疾病や事業ごとの施策
や事業の結果（アウトプット）のみではなく，住民の健
康状態や患者の状態といった成果（アウトカム）に対し
てどの程度の影響（インパクト）を与えたかという観
点での施策及び事業の評価及び改善を行い，政策循環
（PDCAサイクル等）を強化することの重要性が指摘さ
れている[6]．
5疾病においては，①がんはがん医療の均てん化に加
え，拠点病院等の役割分担と連携による地域の実情に応
じた集約化の推進，②脳卒中は，適切な病院前救護やデ
ジタル技術を活用した急性期診療体制の構築，回復期や
維持期・生活期の医療体制の強化，③心筋梗塞等の心血
管疾患は，回復期及び慢性期の診療体制の強化やデジタ

ル技術の活用等による，急性期から一貫した診療体制の
整備，④糖尿病は，発症予防，糖尿病及び合併症の治療・
重症化予防のそれぞれのステージに重点を置いて取り組
むための体制構築，⑤精神疾患では，患者の病状に応じ，
医療，障害福祉・介護その他のサービスを切れ目なく受
けられる体制整備の一層の推進があげられている[1]．
6事業においては，①救急医療は増加する高齢者の救
急や，特に配慮を要する救急患者を受け入れるための地
域における救急医療機関の役割の明確化，②災害時にお
ける医療は，災害拠点病院等における豪雨災害の被害を
軽減するために地域における浸水対策を進めること，③
新興感染症発生・まん延時における医療では，新型コロ
ナウイルス感染症対応の教訓を踏まえ，当該対応での最
大規模の体制を目指し，平時における医療機関の機能及
び役割に応じた協定締結等を通じて，地域における役割
分担を踏まえた新興感染症及び通常医療の提供体制の確
保を図ること，④へき地の医療では，改正離島振興法の
内容にも留意して，医師の確保に配慮するとともに，オ
ンライン診療を含む遠隔医療を活用すること，⑤⑥周産
期医療，小児医療（小児救急医療を含む）では，保健・
福祉分野とも連携し，ハイリスク妊産婦への対応や，医
療的ケア児への支援にかかる体制整備を進めることが求
められている[1]．
在宅医療では，「在宅医療において積極的役割を担う
医療機関」及び「在宅医療に必要な連携を担う拠点」を
位置付け，適切な在宅医療の圏域を設定するとともに，
各職種の機能・役割についても明確化すること，在宅医
療に係る医療機関等に対し災害時におけるBCPの策定を
支援することがあげられていた[1]．

3．地域医療構想
地域医療構想については，2015 年に出された「地域
医療構想策定ガイドライン」に沿って，2016 年度末ま
でにすべての都道府県で策定が終えられている．これま
での取り組みとして，策定率や地域医療構想調整会議に
おける資料や協議の実施状況が公表されてきた．医療機
関のマネジメントに起因するところもあり，都道府県や
構想区域によって取り組み状況の進捗にはばらつきがみ
られるものの，全体としては少しずつ進んできていると
いえる．
地域医療構想は 2025 年で完結するものではなく，今
後も中長期的な議論が必要なテーマである．「第 8次医
療計画等に関する意見のとりまとめ」においても，都道
府県が毎年度，対応方針の策定率等を目標としたPDCA
サイクルを通じて地域医療構想を推進すること，病床機
能報告上の病床数と将来の病床の必要量について，デー
タの特性だけでは説明できないほどの差が生じている構
想区域の要因分析及び評価と結果の公表の必要性，非稼
働病棟への対応が示されている[3]．
また，必ずしも積極的な議論がみられない地域医療構
想調整会議もあることから，議事録や資料等の協議の実
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施状況についての公表も求められている．医療提供体制
のあり方は，地域住民の生活とも密接にかかわることか
ら，医療が安全で安心なものであることを確保するため
にも，わかりやすい周知や情報提供の工夫も必要と考え
られる．
他方で，地域包括ケアシステムの構築と地域医療構想
の両輪が医療・介護政策においては重要な位置づけにあ
る．病床及び病院の機能分化と連携を達成するためにも，
都道府県は市町村との緊密な連携に努め，地域医療構想
を含んだ医療計画と介護保険事業支援計画，介護保険事
業計画の整合性の確保も求められる．そのなかでは，病
床数の必要量についての高度急性期，急性期，回復期，
慢性期の 4機能の考え方や在宅医療や介護との連携も重
要な検討事項である．

4．医師確保計画，医療従事者の確保
地域の実情に応じた医療提供体制の構築のためには，
人口動態を踏まえた医療需要の変化や病床機能，病床数
の推計のみではなく，医師をはじめとする医療従事者の
確保も重要となる．2024年4月からの医師の時間外・休
日労働の上限規制の適用もあり，医師や医療従事者のタ
スクシフト・タスクシェアの推進等をはじめとした勤務
環境の整備，地域医療構想との連動的な取り組みも重要
となってくる．また，地域包括ケアシステムにおいても
歯科医師，薬剤師，看護師といった専門職との連携とと
もに，地域医療介護総合確保基金の活用を視野に含めた
専門職の確保も求められている．
医師の確保に関しては，産科，小児科について，政策
医療の観点からも必要性が高く，診療科と診療行為の対
応も明らかにしやすいことから，個別に策定されること
とされている[1]．三次医療圏・二次医療圏ごとに，医
師の偏在の状況を全国ベースで客観的に示すために，地
域ごとの医療ニーズや人口構成，医師の性年齢構成等を
踏まえた医師偏在指標の算定式を国が提示することとさ
れている．ここでは，医師偏在指標で考慮するべき 5要
素として，①医療ニーズ及び将来の人口・人口構成の変
化，②患者の流出入等，③へき地等の地理的条件，④医
師の性別・年齢分布，⑤医師偏在の種別（区域，診療科，
入院/外来）を挙げている[7]．都道府県は二次医療圏単
位で，この指標を用いて医師多数区域と医師小数区域の
設定を行い，その分類に応じた方針の策定，医師確保の
ための対策を実施する．3年（2020年度からの最初の医
師確保計画のみ 4年間）ごとに，都道府県において計画
の見直しが行われる．

5．外来医療に係る医療提供体制の確保
外来医療においては，無床診療所が都市部に偏ってい

ることや診療所における診療科の専門分化などが課題と
して知られてきた．また，患者の医療機関選択に際して
の外来機能の情報の不十分さ等による患者の大病院志向
があるなかで，一部の医療機関への患者の集中により患

者の待ち時間や勤務医の外来負担等も課題として生じて
いる．これらを背景に，2018 年の医療法と医師法の改
正により，各都道府県が 2019 年度中に外来医療計画を
策定し，2020 年度から対策が取り組まれていて，2024
年度以降は 3年ごとに外来医療計画が見直されることに
なっている[8]．かかりつけ医機能の強化についても具
体的な議論が今後の課題の一つとして指摘される．
第8次医療計画では，2022年度に開始された外来機能
報告から得られたデータを用いて紹介受診重点医療機関
を明確にすること，今後の地域の人口動態や外来患者の
推計等を実施し，外来医療提供体制の検討が求められて
いる．また，地域の医療機関がその地域において活用可
能な医療機器について把握できる体制の構築を進めるこ
ととされている．
紹介受診重点医療機関は，かかりつけ医などからの紹
介状を持って受診することに重点をおいた医療機関であ
る．かかりつけ医機能は，大病院や中小規模病院，診療
所の機能分化と連携，紹介・逆紹介の円滑さ，地域医療
構想や医師の働き方改革，患者の医療へのアクセスの考
え方とも関連する，今後さらなる検討が必要な事項であ
る．

IV．おわりに

本稿では，第 8次医療計画の全体像について整理を
行った．今後活用可能な資源が減少するため，より有効
に活用し，優先順位を考えたマネジメント（現状把握と
課題の抽出による事前評価，協議と計画策定，実践，モ
ニタリング，事後評価のサイクル）が求められると同時
に，介護保険事業（支援）計画と不可分であるといえる．
都道府県は医療計画策定主体であるということが背景
にもあるが，各地域の医療・介護需要の状況が異なると
いうことは，人口動態と性別・年齢階級等を基にした客
観的なデータから医療・介護のデザインをすることの責
任がより地域に求められることを意味する．2040 年や
さらにその先を見据えて，逆算的な地域の医療・介護需
要と資源の変化の想定と把握と対応が現時点から期待さ
れる．
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